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答      申 

 

第１ 審査会の結論 

 大津市長（以下「実施機関」という。）の行った公文書非公開決定については、請求のあった公

文書を保有しているとは認められないため、実施機関の判断どおりとする。 

  

第２ 異議申立ての経過 

１ 公開請求 

平成２６年８月１８日、異議申立人は、大津市情報公開条例（以下「条例」という。）第６条第１項

の規定に基づき、実施機関に対し、「Ｈ２４年度大津市自治連合会会計の取扱いマニュアルに規

定の歳入歳出一覧」と記載して、公文書の公開を請求した。 

２ 実施機関の決定 

平成２６年９月１日、実施機関は、本件公開請求に対応する公文書として「平成２４年度大津市

自治連合会会計取扱いマニュアルに規定の歳入歳出一覧」（以下「本件公文書」という。）を特定

の上、本件公文書の非公開の決定（以下「本件処分」という。）を行い、公文書の公開をしない理

由を「請求のあった公文書は、実施機関で保有しておらず、存在しないため」と付してその旨を異

議申立人に通知した。 

３ 異議申立て 

平成２６年１０月１４日、異議申立人は、本件処分を不服として、行政不服審査法第６条の規定

に基づき、実施機関に異議申立てを行った。 

  

第３ 異議申立ての趣旨 

  異議申立てに係る処分の取消しを求める。 

  

第４ 異議申立人の主張要旨 

 異議申立人の主張は、異議申立書及び意見書の記載内容によれば、概ね次のとおりである。 

１  請求した公文書は、平成２３年１０月２５日に大津市自治協働課が作成し保有していた「大津市

自治連合会会計」取扱いマニュアル規定の文書で、公務として取扱いをしていた会計資料を「保

有していないため存在しない」ということに対して異議申立てをする。 

２ 平成２４年度までは、大津市自治協働課が、大津市自治連合会の会計処理を「公金外現金取

扱いマニュアル」に則して公務として取扱っていた。平成２３年１０月２５日付けの「大津市自治連

合会会計」取扱いマニュアルは、大津市自治協働課が作成したものである。 

３ 大津市が作成した平成２５年度の「公金外現金横領事件再発防止検討委員会」の資料にも書

かれているように、大津市の公金外現金の取扱いは「公金外現金事務処理要領（平成３年１１月

１日施行）」においても定められ「公金と同様、厳正に取扱うこと」とされている。 
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４ 要領にも定められ、公務の時間に厳正に取扱いをして管理していた文書が一切存在しないと

するのなら、公務で行ったことを証する資料を大津市は一切保管していないと言わざるをえない。 

 「地方公務員法」第３５条（職務に専念する義務）には「職員は、法律、条例に特別の定がある

場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当

該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない」とある。勤務時間に

職責を遂行するのが「地方公務員」の役割とするなら、公務を証する資料を一切保管していない

大津市自治協働課は、地方公務員としての職務を放棄しているのではないか。 

５ 大津市自治連合会会計は、独自の事業収入はなく、大津市からの３００万円の補助金と３６学

区住民の会費で運営されている。大津市の補助金は「大津市補助制度適正化基本方針」にある

ように、「補助金における公平性、透明性を高め、市民に対する説明責任を果たす」としている。

「市民に対する説明責任」が必要な補助金の運用を取扱っていた課が明らかにしないということ

は納得出来るものではない。会費も学区住民が納めているものであり、「公金外現金取扱いマニ

ュアル」に則して管理していた自治協働課は、市民、学区住民に対して、「なぜ大津市が大津市

自治連合会の会計処理を行っていたのか」、「なぜ大津市の職員が公務で行った公金外現金の

会計処理文書が存在しないのか」説明責任を果たすべきと思われる。 

  

第５ 実施機関の主張要旨 

 実施機関の主張は、非公開決定理由説明書及び実施機関から事情を聴取した結果、概ね次

のとおりである。 

１ 平成２５年４月１日付けで大津市自治連合会が事務局員を雇用したことにより、異議申立人か

ら公開請求を受けた文書も含め、大津市自治連合会における会計書類について、大津市自治

連合会事務局に引き継いだ。そのため当課において当該文書を保有しておらず、非公開決定を

行った。 

２ 大津市自治連合会については、外郭団体ということで、会計事務処理については、大津市自

治連合会が事務局員を雇用するなどしていなかったので、大津市の事務規程上、自治協働課の

所管事務が自治連合会との連携調整に関することということで、その業務の範囲の中で、団体を

支援支持するという範囲の中で事務局の会計事務を行っていた。 

そのことによって、公金外現金のマニュアル等を作成し、取扱ってきたが、大津市自治連合会

が平成２５年４月に事務局職員を直接雇用され、事務を自ら行うというような姿勢を示されたことか

ら、その会計書類一切を引き継いだ。 

実際に引き継ぎをもって公務を行ったかどうかということを証するものは、一切の書類をその時

点で引き継いだので、そうしたものを保存しておらず、大津市には存在しないということで、公開

請求に対して回答させていただいた。 

３ 本来、団体の会計帳簿、書類は、団体そのものが所管、保有をするものである。ただし、そうし

た会計事務に関して、その事務を公務の中の範囲として行うということで、市で所管、管理をして

いた。ただし、外郭団体の会計事務は本来、公金として扱うものではなくて準公金と言われるよう

なものであって、公務としてそのような現金を扱うということは好ましくないという認識は持っていた
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ので、その団体が自立をし、直接的に事務職員を雇用した段階で、本来あるべき団体の所管とす

るという意味で、書類一切を引き継いだ。 

４ 基本的に一時預かりという形で市が持っていたという認識をしていた。 

  

第６ 当審査会の判断理由 

１ 本件異議申立ての対象となっている公文書について 

本件異議申立ての対象となっている公文書は、具体的には大津市以外の各種団体の所有に

属する現金並びに一時預り金等、大津市財務規則の運用の対象とならないのもので、業務の関

係上、大津市職員が出納保管する公金外現金について、公金と同様に厳正な取扱いを行わな

ければならない観点から、公金外現金を取扱う際の事務処理要領を定め、当該事務の適正化及

び事故防止に資するため定められている「公金外現金事務処理要領」に基づき、自治協働課が

平成２３年１０月２５日に作成した「大津市自治連合会会計取扱いマニュアル」に規定されている、

歳入歳出一覧（現金出納帳）である。 

「公金外現金事務処理要領」は、平成１１年１月より施行され、平成２５年８月に「準公金事務処

理要領」に改正されている。なお、平成２４年度の公金外現金の取扱いについては、「公金外現

金事務処理要領」が適用されていた。 

実施機関は、本件公文書については、大津市自治連合会が事務局員を雇用したことにより、

異議申立人から公開請求を受けた文書も含め、大津市自治連合会における会計書類について、

大津市自治連合会事務局に引き継いだため保有しておらず、存在しないことを理由として、本件

処分を行っている。 

一方、異議申立人は、本件処分の取消しを求め、本件公文書を公開するよう求めている。 

当審査会は、実施機関からの聴取を経て、４回の審議を重ねた。 

２ 公文書の存否について 

条例第２条第２項において「公文書」とは、「実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文

書、図画及び写真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む。以下同じ。）並びに電磁的記録（電

子的方法、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方法で作られた記録

をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関

が保有しているものをいう。」と定義されている。 

 本件公文書が公開対象となる公文書に該当するか否かは、本件公文書が「実施機関の職員が

職務上作成し、又は取得した文書、図画及び写真並びに電磁的記録であって、当該実施機関

の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているもの」に該当するか否かによ

って判断される。 

まず、本件公文書は、実施機関の職員である自治協働課所属の職員が自治協働課の所管事

務である大津市自治連合会との連絡調整に関する業務の中で「大津市自治連合会会計取扱い

マニュアル」に基づき作成したものであって、職務にかかるものであることに照らせば、「実施機関

の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び写真並びに電磁的記録」に当たる。 

もっとも、「公文書」としての性格が与えられるためには、本件公文書が「当該実施機関の職員
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が組織的に用いるものとして、当該実施機関において保有しているもの」でなければならない。こ

れを判断するに際しては、①文書の作成又は取得の状況（職員個人の便宜のためにのみ作成

又は取得するものであるかどうか、直接的又は間接的に当該行政機関の長等の管理監督者の指

示等の関与があったものであるかどうか、文書の作成又は取得が公知のものであったかどうか）、

②当該文書の利用の状況（業務上必要な文書として他の職員又は部外に配布されたものである

かどうか、他の職員がその職務上利用しているものであるかどうか）、③保存又は廃棄の状況（専

ら当該職員の判断で処理できる性質の文書であるかどうか、組織として管理している職員共用の

保存場所で保存されているものであるかどうか）などを総合的に考慮すべきである。 

当審査会において本件公文書の保有状況について実施機関から事情を聴取したところ、本件

公文書は、大津市自治連合会が平成２５年４月に事務局職員を直接雇用され、事務を自ら行うこ

ととされたことから、その会計書類一切を引き継いだとのことであった。 

本件公文書を現実に実施機関において保有していないことの確認及び大津市自治連合事務

局と自治協働課の物理的、空間的な関係を把握するため、当審査会委員が自治協働課執務室

の実地調査を行ったところ、自治協働課執務室内に大津市自治連合会事務局の机と書棚があ

り、大津市自治連合会の事務局員の説明では、歳入歳出一覧等の書類については、大津市自

治連合会所有の施錠のできる書棚に保管されており、大津市職員が閲覧するについても、大津

市自治連合会が定めている申請手続きに基づき申請をし、許可を得なければ閲覧することが出

来ないとのことであった。また、実施機関の説明では、本件公文書にかかる複写についても、作

成していないとのことであった。 

したがって、上記の事情を総合的に考慮すると、本件公文書は、「当該実施機関の職員が組

織的に用いるものとして、当該実施機関が保有している」とは認められない。 

３ 結論 

以上のことから、冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

  

第７ 当審査会の意見 

 当審査会は、本件諮問事案について次の事項を意見として付記する。 

 公金外現金事務処理及び準公金事務処理にかかる公文書の保管ついて 

 当審査会は、本件諮問事案については、上記の通り、請求にかかる本件公文書を実施機関に

おいて、これを保有していないものと認定した。 

しかし、公金外現金事務処理要領には「収入支出関係の文書は、整理保管しておかなければ

ならない。なお、保存期間は５年とする。」と定められている。また同様に準公金事務処理要領に

おいても定められている。この趣旨については、単に債権債務関係の証拠を残すというだけでは

なく、公金外現金（準公金）の取扱いにおいて法令順守を確実に実施し、またそのための検査を

行うため必要な資料を保存するとの趣旨であると解することができることから、諮問実施機関にお

いて公金外現金にかかる帳簿の複写を残すことなく、大津市自治連合会へ引き継いだことにつ

いては、公金外現金の適正な取扱いや市民に説明する責務を負っている市の姿勢としては不適

切な対応であって、市政運営の透明性を低下させるものとなっていることから遺憾に思うところで
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ある。 

諮問実施機関において、今後、各種団体へ公金外現金（準公金）にかかる帳簿等を引き継ぐ

場合には、複写を残すなどして公金外現金（準公金）の適正な取扱いや市民に説明する責務が

全うされるようにするとともに、市政運営の透明化が図られるようされたい。 

  

第８ 審査会の処理経過 

審査会の処理経過は、次のとおりである。 

 

年  月  日 処  理  内  容 

平成２６年１０月２４日 諮問書の受理 

平成２６年１２月２５日 異議申立ての概要説明 

実施機関からの事情聴取 

審議 

平成２７年 ２月１６日 調査 

審議 

平成２７年 ３月２５日 審議 

平成２７年 ４月２７日 審議 

平成２７年 ６月１１日 答申 
 

  

 


